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公布された条例のあらまし

◇鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の改正理由

地方税法の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 条例の規定中引用する地方税法の条項を改める。

(２) 施行期日は、令和元年６月１日とする。

◇鳥取県統計調査条例及び鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例

１ 条例の改正理由

工業標準化法の一部改正に伴い、鳥取県統計調査条例及び鳥取県手数料徴収条例について所要の改正を行

う。

２ 条例の概要

(１) 鳥取県統計調査条例の一部改正

手数料について定めた規定中引用する工業標準化法の用語を改める。

(２) 鳥取県手数料徴収条例の一部改正

手数料の徴収について定めた規定中引用する工業標準化法の用語を改める。

(３) 施行期日は、令和元年７月１日とする。
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条 例
鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和元年５月28日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第１号

鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例の一部を改正する条例

鳥取県控除対象特定非営利活動法人の指定手続等に関する条例（平成25年鳥取県条例第４号）の一部を次のよ

うに改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 この条例において「控除対象特定非営利活動 第２条 この条例において「控除対象特定非営利活動

法人」とは、地方税法（昭和25年法律第226号）第 法人」とは、地方税法（昭和25年法律第226号）第

37条の２第12項に規定する控除対象特定非営利活動 37条の２第３項に規定する控除対象特定非営利活動

法人をいう。 法人をいう。

２ 略 ２ 略

３ この条例において「実績判定期間」とは、地方税 ３ この条例において「実績判定期間」とは、地方税

法第37条の２第12項の申出（以下「申出」とい 法第37条の２第３項の申出（以下「申出」とい

う。）の直前に終了した事業年度の末日（申出をす う。）の直前に終了した事業年度の末日（申出をす

る特定非営利活動法人が希望する場合にあっては、 る特定非営利活動法人が希望する場合にあっては、

同日から申出の日までの間で当該特定非営利活動法 同日から申出の日までの間で当該特定非営利活動法

人が選んだ日。以下「基準日」という。）以前５年 人が選んだ日。以下「基準日」という。）以前５年

（控除対象特定非営利活動法人となったことのない （控除対象特定非営利活動法人となったことのない

特定非営利活動法人にあっては、２年。以下この項 特定非営利活動法人にあっては、２年。以下この項

において同じ。）内に終了した事業年度のうち最も において同じ。）内に終了した事業年度のうち最も

早い事業年度の初日（その日が基準日の５年前の日 早い事業年度の初日（その日が基準日の５年前の日

以前である場合にあっては、基準日の５年前の日の 以前である場合にあっては、基準日の５年前の日の

翌日）から基準日までの期間をいう。 翌日）から基準日までの期間をいう。

４～６ 略 ４～６ 略

（申出書の添付書類の備置き等） （申出書の添付書類の備置き等）

第９条 略 第９条 略

２ 控除対象特定非営利活動法人は、毎事業年度初め ２ 控除対象特定非営利活動法人は、毎事業年度初め

の３月以内に、規則で定めるところにより、次に掲 の３月以内に、規則で定めるところにより、次に掲

げる書類を作成し、これらを、その作成の日から起 げる書類を作成し、これらを、その作成の日から起

算して５年が経過した日を含む事業年度の末日まで 算して５年が経過した日を含む事業年度の末日まで

の間、主たる事務所及び県内の事務所に備え置かな の間、主たる事務所及び県内の事務所に備え置かな

ければならない。 ければならない。

(１) 前事業年度の地方税法第37条の２第13項に規 (１) 前事業年度の地方税法第37条の２第４項に規

定する寄附者名簿 定する寄附者名簿

(２)～(４) 略 (２)～(４) 略

３～５ 略 ３～５ 略
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附 則

この条例は、令和元年６月１日から施行する。
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鳥取県統計調査条例及び鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和元年５月28日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第２号

鳥取県統計調査条例及び鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例

（鳥取県統計調査条例の一部改正）

第１条 鳥取県統計調査条例（昭和25年鳥取県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（手数料） （手数料）

第12条 前条の規定により統計の作成等を知事等に委 第12条 前条の規定により統計の作成等を知事等に委

託する者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、 託する者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める額を手数料として県に納めなけれ 当該各号に定める額を手数料として県に納めなけれ

ばならない。 ばならない。

(１) 統計の作成等のうち統計表の作成のみを知事 (１) 統計の作成等のうち統計表の作成のみを知事

等に委託する場合であって、委託を受けた知事等 等に委託する場合であって、委託を受けた知事等

が当該統計表の作成を調査実施機関の職員に行わ が当該統計表の作成を調査実施機関の職員に行わ

せるとき 次に掲げる額の合計額 せるとき 次に掲げる額の合計額

ア 略 ア 略

イ 統計成果物（委託により作成した統計表をい イ 統計成果物（委託により作成した統計表をい

う。以下この号において同じ。）の提供に関す う。以下この号において同じ。）の提供に関す

る次に掲げる方法の区分に応じ、それぞれに定 る次に掲げる方法の区分に応じ、それぞれに定

める額 める額

(ア) 光ディスク（日本産業規格Ｘ0606及び (ア) 光ディスク（日本工業規格Ｘ0606及び

Ｘ6281に適合する直径120ミリメートルの光 Ｘ6281に適合する直径120ミリメートルの光

ディスクの再生装置で再生することが可能な ディスクの再生装置で再生することが可能な

ものに限る。）に複写したものの交付 １枚 ものに限る。）に複写したものの交付 １枚

につき30円 につき30円

(イ) 光ディスク（日本産業規格Ｘ6241に適合 (イ) 光ディスク（日本工業規格Ｘ6241に適合

する直径120ミリメートルの光ディスクの再 する直径120ミリメートルの光ディスクの再

生装置で再生することが可能なものに限 生装置で再生することが可能なものに限

る。）に複写したものの交付 １枚につき50 る。）に複写したものの交付 １枚につき50

円 円

ウ 略 ウ 略

(２) 略 (２) 略

（鳥取県手数料徴収条例の一部改正）

第２条 鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（手数料の徴収） （手数料の徴収）

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請その 第２条 次の各号に掲げる事務については、申請その
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他の行為により当該事務をすることを求める者か 他の行為により当該事務をすることを求める者か

ら、当該各号の事務に応じて別に定める期限まで ら、当該各号の事務に応じて別に定める期限まで

に、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 に、当該各号に定める額の手数料を徴収する。

(１)～(326) 略 (１)～(326) 略

(327) 政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第 (327) 政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第

19条の16第15項の規定に基づく少額領収書等の写 19条の16第15項の規定に基づく少額領収書等の写

しに係る写しの交付 次に掲げる写しの交付の方 しに係る写しの交付 次に掲げる写しの交付の方

法の区分に応じ、それぞれに定める額 法の区分に応じ、それぞれに定める額

ア 少額領収書等の写しを複写機により日本産業 ア 少額領収書等の写しを複写機により日本工業

規格Ａ列４番の大きさの用紙に複写したもの 規格Ａ列４番の大きさの用紙に複写したもの

（白黒で複写したものに限る。）の交付 用紙 （白黒で複写したものに限る。）の交付 用紙

１枚につき10円 １枚につき10円

イ 少額領収書等の写しをスキャナにより読み イ 少額領収書等の写しをスキャナにより読み

取ってできた電磁的記録（電子的方式、磁気的 取ってできた電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することが 方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られた記録をいう。以下同 できない方式で作られた記録をいう。以下同

じ。）を光ディスク（日本産業規格Ｘ0606及び じ。）を光ディスク（日本工業規格Ｘ0606及び

Ｘ6281に適合する直径120ミリメートルの光 Ｘ6281に適合する直径120ミリメートルの光

ディスクの再生装置で再生することが可能なも ディスクの再生装置で再生することが可能なも

のに限る。）に複写したものの交付 光ディス のに限る。）に複写したものの交付 光ディス

ク１枚につき30円 ク１枚につき30円

ウ 少額領収書等の写しをスキャナにより読み ウ 少額領収書等の写しをスキャナにより読み

取ってできた電磁的記録を光ディスク（日本産 取ってできた電磁的記録を光ディスク（日本工

業規格Ｘ6241に適合する直径120ミリメートル 業規格Ｘ6241に適合する直径120ミリメートル

の光ディスクの再生装置で再生することが可能 の光ディスクの再生装置で再生することが可能

なものに限る。）に複写したものの交付 光 なものに限る。）に複写したものの交付 光

ディスク１枚につき50円 ディスク１枚につき50円

(328) 政治資金規正法第20条の２第２項の規定に (328) 政治資金規正法第20条の２第２項の規定に

基づく収支報告閲覧対象文書（同法第12条第１項 基づく収支報告閲覧対象文書（同法第12条第１項

若しくは第17条第１項の規定による報告書、同法 若しくは第17条第１項の規定による報告書、同法

第14条第１項（同法第17条第４項において準用す 第14条第１項（同法第17条第４項において準用す

る場合を含む。）の規定による書面又は同法第19 る場合を含む。）の規定による書面又は同法第19

条の14の規定による政治資金監査報告書をいう。 条の14の規定による政治資金監査報告書をいう。

以下同じ。）の写しの交付 次に掲げる写しの交 以下同じ。）の写しの交付 次に掲げる写しの交

付の方法の区分に応じ、それぞれに定める額 付の方法の区分に応じ、それぞれに定める額

ア 収支報告閲覧対象文書を複写機により日本産 ア 収支報告閲覧対象文書を複写機により日本工

業規格Ａ列４番の大きさの用紙に複写したもの 業規格Ａ列４番の大きさの用紙に複写したもの

（白黒で複写したものに限る。）の交付 交付 （白黒で複写したものに限る。）の交付 交付

する用紙１枚につき10円 する用紙１枚につき10円

イ 収支報告閲覧対象文書をスキャナにより読み イ 収支報告閲覧対象文書をスキャナにより読み

取ってできた電磁的記録を光ディスク（日本産 取ってできた電磁的記録を光ディスク（日本工

業規格Ｘ0606及びＸ6281に適合する直径120ミ 業規格Ｘ0606及びＸ6281に適合する直径120ミ

リメートルの光ディスクの再生装置で再生する リメートルの光ディスクの再生装置で再生する

ことが可能なものに限る。）に複写したものの ことが可能なものに限る。）に複写したものの

交付 光ディスク１枚につき30円 交付 光ディスク１枚につき30円
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ウ 収支報告閲覧対象文書をスキャナにより読み ウ 収支報告閲覧対象文書をスキャナにより読み

取ってできた電磁的記録を光ディスク（日本産 取ってできた電磁的記録を光ディスク（日本工

業規格Ｘ6241に適合する直径120ミリメートル 業規格Ｘ6241に適合する直径120ミリメートル

の光ディスクの再生装置で再生することが可能 の光ディスクの再生装置で再生することが可能

なものに限る。）に複写したものの交付 光 なものに限る。）に複写したものの交付 光

ディスク１枚につき50円 ディスク１枚につき50円

２ 略 ２ 略

附 則

この条例は、令和元年７月１日から施行する。
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